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5月
年収約１０００万円の従業員の
管理監督者該当性が否定された事例

～東京地裁平成２７年６月２４日判決～

　本件は、Ｙ社の従業員であったＸが、Ｙ社に対し、平成２３年６月１６日から平成２５年７月１０日までに稼働した分の労働
基準法所定の割増賃金及びこれと同額の付加金の支払を求めた事案です。
　Ｙ社は学生向けのマンションの入居募集及び管理の事業等を営む株式会社です。Ｘは平成２３年４月１日、Ｙ社に入社し、Ｙ
社東京本部の住設営業部長兼お客様サービス部長に就任し、同年１２月以降は上記部長職に加えて、Ｙ社東京本部の統括部長
を兼務し、平成２４年５月からは東京営業推進部長をさらに兼務し、平成２５年７月３１日にＹ社を退職しました。Ｙ社にお
ける役職の無い社員の平均年収は３２２万円であるのに対し、Ｘは、Ｙ社から約１０００万円の年収を得ており、これは２名の
代表取締役を含めたＹ社の社内順位で全社員約３６０名中１１番目の高収入でした。
　Ｘの請求に対し、Ｙ社は、Ｘの権限・労働時間についての裁量・待遇等から、Ｘは労働基準法４１条２号所定の管理監督者に
該当するため、労働時間に関する規定の適用が除外されると主張しました。本件の主な争点は、Ｘが労働基準法４１条２号所
定の管理監督者に該当するかどうかです。

事案の概要   Ⅰ　

（１）一般論
　本判決は、まず、労働基準法４１条２号が、管理監督者には労働時間等に関する規定を適用しないとしている趣旨について、
「管理監督者が、当該事業の経営者に代わって労務管理を行う地位にあり、労働者の労働条件を決定し、労働時間に従った労
働者の作業を監督する者であって、このような者は、その権限故に自らの労働時間を自らの裁量で自由に定めることができ、
また、地位に応じた高い待遇を受けることから、上記労働時間等に関する規定の適用を除外されても、同法の基本理念に反し、
又は労働者保護にも欠けることにならないためと解される」と述べました。
　その上で、「このような趣旨等に照らせば、管理監督者に該当するか否かを判断するに当たっては、その職位等の名称にと
らわれず、実態に即して判断すべきであり、管理監督者と認められるためには、①事業主の経営に関する決定に参画し、部下
に対する労務管理上の決定権限を有していること（職務権限）、②自己の出退勤を始めとする労働時間について裁量権を有して
いること（労働時間の裁量）、③一般の従業員に比してその地位と権限にふさわしい賃金上の処遇を与えられていること（賃金
等の待遇）が必要と解するのが相当である」との一般論を判示しました。
（２）Ｘの職務権限について
　本判決は、Ｘの人事面以外に関する権限について、Ｘが個別の案件について独自の判断で処理したことを裏付ける証拠がない
こと、ＸがＹ社における施策ないし方針を提案する際に、Ｙ社代表者らの指示によって行っていたこと、Ｘは、役員部長会議の
上位の会議である経営会議に参加したことがないこと等から、Ｘが人事面以外に関して、Ｙ社の経営に関する決定に参画してい
たとは認められないと判断しました。
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　労働基準法４１条２号は、いわゆる管理監督者について、労働時間等に関する規定を適用しないと定めており、訴訟等にお
いて、当該労働者の管理監督者該当性が争点となることがあります。管理監督者に該当するかどうかは、本判決が判示したよ
うに、当該労働者の職位等の名称にかかわらず、①職務権限②労働時間についての裁量③賃金等の処遇等に着目し、実態に即
して判断すべきであると考えられています。
　管理監督者該当性が否定される典型例としては、名目上は管理職になっているため割増賃金が支払われていないが、経営に
関する決定に参画する職務権限や労働時間についての裁量がほとんどなく、賃金も低額であるというケースがあげられます
（「名ばかり管理職」と呼ばれることがあります）。本件は、そのような典型的なケースとは異なり、Ｘがある程度の職務権限を
有し、Ｙ社の他の従業員と比較してかなりの高収入を得ていたという事案ですが、本判決は、Ｘの管理監督者該当性を否定して
います。
　管理監督者制度を導入している企業においては、高額の割増賃金・付加金を請求されるリスクを回避するために、管理監督
者とされている労働者が、①人事権や経営に関する決定に参画する権限をどの程度有しているか②タイムカード等で労働時間
の管理をされていないか③社内の他の従業員と比較して権限にふさわしい賃金が支払われているか、といった点を今一度確認
してみると良いでしょう。

本裁判例から見る実務における留意事項Ⅲ　

　また、Ｘの人事面に関する権限については、ＸはＹ社が管理する学生寮やマンションの管理人の採用権限があったこと、Ｙ社
の新卒採用の第１次面接を担当していたこと、Ｙ社社員の人事評価を行っていたこと等から、Ｘは一定の人事労務管理を行う権
限を有していたものと認定したものの、Ｘが下した人事評価とは無関係に、Ｘへの説明等もなくＹ社代表者らの決定によりＸの
直属の部下が減給された例が複数例あること等から、Ｘが有していた人事労務管理に関する一定の権限は、容易に覆され得る
ものであったと認定し、上記のような一応の権限を有していたことをもって、Ｘが管理監督者に当たるものとは認め難いと判
断しました。
（３）Ｘの労働時間の裁量について
　また、本判決は、Ｘの労働時間に関する裁量権の有無についても、Ｘは執行役員を除く他の従業員と同様、出退勤した際にタ
イムカードの出退勤ボタンを押すことを義務付けられており、直行直帰する場合も上司の承認を得ることとされていたことか
ら、一般の従業員同様の出退勤の管理を受けていたものと認定し、Ｘが自己の労働時間を自らの裁量で自由に定めることがで
きたとは認められないと判断しました。
（４）まとめ
　本判決は、（２）、（３）で指摘した各点に照らせば、「原告（Ｘ）の職務権限は非常に限定的で、被告（Ｙ社）の経営に関わ
る決定に参画していたともいえず、自己の出退勤を始めとする労働時間について裁量権を有していたとも認められないので
あって、原告（Ｘ）が、人事労務管理に関わる一応の権限を有していたほか、毎月１５万円の役職手当を支給され、年収が約
１０００万円で、執行役員と同水準の待遇を受けていたこと（略）を考慮しても、なお原告（Ｘ）を労働基準法４１条２号所
定の管理監督者と認めるには足りないというべきである」と判示し、Ｙ社に対し約１２００万円の割増賃金と５００万円の付
加金の支払を命じました。
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本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com
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本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。
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